
書式第 12号 (法第 28条関係 )
業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

IP

1 事業の成果

中堅・中小企業の IT化推進、会員企業の共存・共栄を目指すンSIPAの昨年度の事業成果は、年
3回

の定期交流会及び年 1回の協業フェアを実施し、また、各企業間
コラボレーションを高めるための委員

会 (1回/月 )の実施、また、会員企業の人材育成を実施、海外ビジネス展開のノウ
ハウを共有、情報

交換を実施、J」SIPAのホームページでは、ニュース、プレリリース、メール
マガジン、社長プログ等

による情報発信を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 53】 千円)

事業内容 同時 場所
従事者
人数
f豪碧
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

交流委員会
糧 麟 釘 、

′
堤鯉 腎

ミナーを開催(情報交換等
を行った。

4回/年
事務局会

議室
15名

会員企業

お よ び

IT関 連

企業

90～ 100
名

I(� ビジネス
委員会
参暑9芳翼婁あそばあ梧
報交換を行った。

1回/月
事務局会

議室
10名
会員企業 20～ 30

名

エンジニアリ
ングサービス
委員会

会員企業間の人材の有効
活用を行 うための情報交
換およびその実施

2回/月
事務局会

議室
12名
会員企業 40～ 50

名

研修委員会 会員企業の人材育成 1回/月
事務局会

議室
8名
会員企業 20～ 30

名

グローバル
ビジネス委員
△
7=

会員企業の海外ビジネス
の展開ノウハウの共有、情
報交換を実施。

1回/月
事務局会

議室
8名
会員企業 10～ 20

名

Webサイト
運営

JASIPAの ホームページ
の運営、管理

常 時 5名
会員企業
及び一般
の方々

教育研修
会員への教育サービスの

紹介
1回/月

会員事業

所
1～4名 会員企業 53



(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【   】千円)
載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

疋
事業内容 同時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生登場合)
JASIPA

賛助会員受取会費
員受取会費 5,304,000

2 受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

持続化給付金
家賃補助金

2,410,4003 受取助威金等
受取補助金 2,000,

410,

52,800
4 手栗収盃

事業収益
事業収益

52,800

5 その他の収益
受取利息
グーグル

68
8_181

3,24U

R 14■

】

( 質
当
ヽ
件
書
ム
料
り
給

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

1,014,8(,0
|

1,014,8001

施設等評価費用
交流会運営費
事務局費
PR費
関西支部昔

(2,そ の個種賀 1,b32,201
会議費
旅費交通費

|

18,448

644,728
149,625
52,8001
666、 600‐

Ｆ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ト
ー
ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ト
ー
ｉ
ｌ
ｌ
Ｌ
曇墓 , 547 001

役員報酬
給料手当
法定福利費
福利厚生費

253,7001

3,1171

256:817(1)人件費

通信運搬費

費
　
料

賃
通
　
数

家
交
費
手

代
費
務
払

地
旅
事
支 87,700

36,695
56,372
84,007

4,612
31,318

1,254,

過年度損益修正益



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

JASIPA

2
1

3

現金預金
仮払金
棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金

長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 12,613,

】 負 領 の 部
流動負債

未払金

預り金
前受金

|

|

3,200
-3,050

2,280,000

流 ] ・ (3)i負債 合計 2.280.15(
定負債

長期借人金
退職給付引当金

2
Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｌ
定負債合計  ・・・④
合 計 ③ +④

292
4

5

産  合  計 10_333_71

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 12,613,

ヽ

3-.

【B―



6 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、 中小企業の会計に関する指針 によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固 定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
。退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理  税込処理

2.事 業別損益の状況

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人JASIPA

1

科 目
事 業 事 業 事 業 事 業

事業部門計 管理部門 合計

1014800 101

3117

101

18448 4612

151

253700 1268500

18448 23060

7

5304000

3117

3777

241

3777

241

8144949

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

2410400
52800
377749

内 容 金 額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

個男lJにイテう

その他の事業に係る資産の状況

７

・

8

内 容 期首残 高 期末残 高 備 考

合計

科 取 得 減 少 減価償却累計額

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

当 期 板 済 期末残 高科 目 期首残 高
ユ
〓 期借入

合計

科 目

計算書類 に

計上 され た
傘箱

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人ルの丘弓|

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

令和 2年度 財産目録
単位 :円

現金預金
手元現金
三井住友銀行普通預金
みずほ銀行普通預金

k仮払金
仮払金
▲▲事業未収金

22,0411

11,402,5701

400,8321

22,041
11,402,570
400,832   11,825,

788,426      788,426      788,

棚卸資産
販売用寄附物品

車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

借地権
○○市事業所

敷金
○○市事業所

長期貸付金
○○銀行

【A】 責 産 合 計 ①+② 12,613,

未払金
年末調整還付金 3,200 3,200

前受金
次年度会費
預り金

2. 000, 2,280,000

-3,050‐源泉徴収税 -3,0501

長期借入金
○○銀行借入金

退職給付引当金
職員

10,333,71

2,280,1【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 JASIPA

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

/~ヽ

使誓井監事
′ヽヤシヨシユキ 2020年  4月  1日

2021年  3月 31日

年 月

月

日

日年林  義行

2 監事
シライチアキ 2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日白井 千晶

3

/~ヽ

使塁デ・監事
スギモ トヒロシ

2020年  4月  1日

2021年  3月 31日

年 月

月

日

日年杉本  浩

4
/~ヽ

電ラ1・ 監事
ナカニシサ トシ 2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年 月 日中西 佐登司

5

/~ヽ

使塁:事 監事

テラシ セイノ
スケ

2020年  6月 17日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日照 誠之助

6
/~ヽ

建:ヲ 監事

オオミシャツヨ

シ

2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日大見謝 岡1

7

/古ヽ

鯉:書 監事

スミヨシアキヒ

ロ

2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年 月

月

日

日年住吉 昭弘

8 (理事ヽ_/
監事

ヨシダトモカズ
2020年  4月  1日

2021年  3月 31日

年  月  日

年  月  日吉田 智和

9
/⌒ヽ

塁ヽ夢|・ 監事
ミヤケヒロユキ

2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日三宅 広行

10
/~ヽ

暖ヲ・監事
タマムラハジメ

2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日玉村 フI二



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記人)氏   名

11

/~ヽ
塁ヽ夢:・ 監事

ミタニ チカネ 2020■F

2021年

6月 17日

3月 31日

年  月  日

年  月  日=:公
一
年 千兼

12
/~ヽ

建ラ)・ 監事
ウメタニヤスコ

2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年 月

月

日

日年梅谷 康子

13
/~ヽ

建夢|・ 監事
イケダナルキ

2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日池田 成樹

14 C妾〉監事
モ トヤマイサオ

2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年:  月   日本山  功

15 ① 監事
ミカミトモチカ

2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日三上 智親

16
/~ヽ

鯉:ヲ 監事
ワタナベ アヤ 2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日渡邊 綾

17 監事
タキ ユウイチ 2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年 月

月

日

日年瀧  祐一

18
/古ヽ

鯉ラ}・ 監事
f )r Y-"-"tfi

x
2020年  4月  1日

2021年  3月 31日

年  月  日

年  月  日中嶋 政和

19

/~ヽ

鯉夢1・ 監事

ナカマルコオイ

チ
2020年  4月  1日

2021年  3月 31日

年  月  日

年:  月   日中丸 孝一

20
/~ヽ

使塁夢:・ 監事
キタハラタケシ

2020年  4月  1日

2021年  3月 31日

年  月  日

年  月  日北原  岳

21

`藝
1・ 監事

ヽ_/

ゼンモ トカズミ

チ
2020年  4月  1日

2021年 3月 31日

年 月

月

日

日年全本 和充

22 〇。監事
クワムラトキオ

2020年  4月  1日

2021年: 3月 31日

年  月  日

年  月  日桑村 時生

23
/古＼

哩事 匙ヽヲ
コンノヒサタカ

2020年  4月  1日

2021年  3月 31日

年  月  日

年 月 日今野 久貴

24

年  月 日

年  月 日

年  月  日

年 月 日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設位■ 事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人__」 堕亜二旦▲_

住 所 又 は 居 所氏   名

林  義行

2
白井 千晶

3
杉本  浩

4
中西 佐登司

5
桑村 時生

6
大身謝 剛

全本 和充7

8
住吉 昭弘

9
三宅 広行

10
瀧  祐一

三上 智親

12
本山  功


